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(57) Abstract: A clutcn operauon device 1) i s provided with a drive mechanism ( ) and an assist mechanism ( e drive
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ク ラ ッチ操作 装置 （1 ) は駆 動機 構 （2 ) とア シス ト機構 （3 ) と を備 えて い る。駆 動機 構 （2 )
は 、駆 動 力 を生 成 し、 ク ラ ッチ装 置 （9 ) に駆 動 力 を伝 達 す る。 ア シス ト機 構 （3 ) は 、駆 動 機 構
( 2 ) をア シス トす るための機構 で あって、押圧機構 （3 7 ) と、 トグル機構 （3 9 ) と、 を有 して い

る。押圧機構 （3 7 ) は押圧 力 （F 4 ) を生成す る。 トグル機構 （3 9 ) は、押圧機構 （3 7 ) の 押圧
力 （F 4 ) をク ラ ッチ装置 （9 ) の 動 力遮 断状態か ら動 力伝達 状態 にか けて徐 々に大 き くな るア シス ト
力 （F 2 ) に変換す る。



明 細 書

発明の名称 ：クラッチ操作装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、クラッチ装置を操作するためのクラッチ操作装置に関する。

背景技術

[0002] 従来の手動変速機では、エンジンと変速機との間にクラッチ装置が設けら

れ、またコントロ一ルロッド等のリンク機構により運転席のシフ卜レバ一と

変速機とが機械的に連結されている。変速時にクラッチペダルを踏むと、ェ

ンジンと変速機との間で行われる動力伝達がクラッチ装置により遮断され、

シフトレバ一を操作する。このため、頻繁に変速が要求される場合には、一

連の操作が ドライバ一にとつて大きな負担になる。

[0003] そこで、シフト操作に関する ドライバ一の負担を軽減するために、クラッ

チ装置を自動的に断接するクラッチアクチユエ一タを設けて、クラッチぺダ

ルを踏むことなく変速操作を行える自動変速機が提案されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：英国特許出願公開第 2 3 3 8 8 5 号明細書

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 上記の自動変速機用のクラッチ装置としては、通常、ノーマルクロ一ズタ

イブが用いられているが、近年では、ノーマルオープンタイプのクラッチ装

置を用いた自動変速機も開発されている。

[0006] ノーマルオープンタイプの場合、クラッチ操作装置からクラッチ装置に操

作力が付与されていない状態では、クラッチ装置の連結は解除されている。

クラッチ装置を連結する際には、レバ一を介 して駆動機構によりプレッシャ

プレー 卜が押圧され、プレツシャプレー 卜とフライホイールとの間にクラッ

チディスクが挟み込まれる。この結果、クラッチディスクを介 して変速機の



入力シャフ 卜に動力が伝達 される。

[0007] このような構成 を備 えているので、 ノーマル クローズタイプとは異な り、

ノーマルオープンタイプのクラッチ装置では、 クラッチデ ィスクに作用する

押付力 （クラッチ荷重）がクラッチ操作装置か ら伝達 される操作力によ り決

まる。 したが って、 クラッチ連結状態では大 きな操作力が必要 とされ、 この

結果、 ァクチユエ一夕の負荷が大 きくな つて しまう。

[0008] そ こで、 ァクチユエ一夕の負荷 を低減するために、操作力をアシス 卜する

アシス ト機構が提案 されている （例 えば、特許文献 1 を参照）。特許文献 1

に記載のアシス 卜機構では、 カムを用いてアシス 卜力を発生させている。

[0009] しか し、 カムを用いると、製品の仕様 に応 じてその製品に合わせてカムを

設計する必要があるので、様 々なクラッチ装置 に対応 させることが難 しい。

[001 0] 本発明の課題 は、駆動負荷 を低減 しつつ様 々なクラッチ装置 に容易に対応

可能なクラッチ操作装置 を提供することにある。

課題を解決するための手段

[001 1] 本発明に係 るクラッチ操作装置は、 クラッチ装置 を操作するための装置で

あ って、駆動部 とアシス ト機構 とを備 えている。駆動部 は、駆動力を生成 し

、 クラッチ装置 に駆動力を伝達する。 アシス ト機構 は、駆動部 をアシス 卜す

るための機構であ って、押圧部 と、 トグル機構 と、 を有 している。押圧部 は

押圧力を生成する。 トグル機構 は、押圧力をクラッチ装置の動力遮断状態か

ら動力伝達状態 にかけて徐 々に大 きくなるアシス 卜力に変換する。

発明の効果

[001 2] この クラッチ操作装置では、 アシス 卜機構 に トグル機構 を採用 しているの

で、 クラッチ装置の荷重特性 に合 った駆動力の特性 を実現 しやす くなる。 さ

らに、押圧部 と トグル機構 とを組み合わせているので、押圧部の仕様 を変更

するだけでアシス ト力の特性 を調整することがで きる。つまり、様 々なクラ

ツチ装置 に対応可能なクラッチ操作装置 を容易に実現で きる。 したが って、

このクラッチ操作装置であれば、駆動負荷 を低減 しつつ様 々なクラッチ装置

に容易に対応することがで きる。



図面の簡単な説明

[001 3] [ 図 1] クラ ッチ装置 および クラ ッチ操作装置の概 略構成 図 （第 1 実施形態）

[ 図2] アシス 卜機構 の構成 図 （第 1 実施形態）

[ 図3] クラ ッチ装置 および クラ ッチ操作装置の荷重特性線 図 （第 1 実施形態 )

[ 図4] 駆 動機構 のモータ トル クの比較 図 （第 1 実施形態）

[ 図5] クラ ッチ装置 および クラ ッチ操作装置の概 略構成 図 （第 2 実施形態）

[ 図6] 駆動機構 の構成 図 （第 2 実施形態）

[ 図7] 駆動機構 の減速比特性 （第 2 実施形態）

[ 図8] 駆動機構 のモータ トル クの比較 図 （第 2 実施形態）

発明を実施するための形態

[0014] 〔第 1 実施形態〕

< クラ ッチ装置の構成 >

図 1 に示すように、 クラ ッチ装置 9 は、 エ ンジ ン （図示せず）か ら 卜ラン

ス ミッシ ョン （図示せず）への動力伝達 を行 うための装置の一例 であ り、例

えばエ ンジ ンの フライホイール 9 に固定 されている。 フライホイール 9

は回転軸 X を中心 に回転 する。以下、軸方向 とは回転軸 X に平行な方向をい

ラ。

[001 5] クラ ッチ装置 9 はいわゆるノーマルオー プンタイプの装置である。 したが

つて、 クラ ッチ操作装置 1 (後述）か ら操作力が クラ ッチ装置 9 に付与 され

ていない状態では、 エ ンジ ンか ら トランス ミッシ ョンへの動力伝達が遮断 さ

れている。 クラ ッチ操作装置 1 の詳細 については後述する。

[001 6] 図 1 に示すように、 クラ ッチ装置 9 は、 クラ ッチカバ一 9 3 と、 プ レツシ

ャプ レ一 卜9 2 と、 クラ ッチデ ィスク 9 4 と、押圧 レバ一 9 6 と、 ェ ンゲ一

ジベ ア リング 9 7 と、 クラ ッチ レバ一 9 8 と、 を有 している。

[001 7] クラ ッチカバ一 9 3 は フライホイール 9 1 に固定 されている。 プ レツシャ

プ レー ト9 2 は クラ ッチカバ一 9 3 によ り一体回転可能かつ軸方向に移動可

能 に支持 されている。 プ レツシャプ レー 卜9 2 は クラ ッチカバ一 9 3 と複数

のス トラ ッププ レー ト （図示せず） によ り一体回転可能 に連結 されている。



また、 プ レツシャプ レー 卜9 2 はス トラ ッププ レー 卜によ りクラ ッチカバ一

9 3 に軸方向に弾性 的に連結 されている。

[001 8] クラ ッチデ ィスク 9 4 は、 フライホイール 9 1 とプ レツシャプ レー ト9 2

との間に配置 されてお り、 クラ ッチ装置 9 の連結時 にはフライホイール 9

とプ レツシャプ レー 卜9 2 との軸方向間に挟み込 まれ る。押圧 レバ一 9 6 は

、概 ね環状 の プ レ一 卜であ り、軸方向に弾性変形可能 にクラ ッチカバ一 9 3

によ り支持 されている。押圧 レバ一 9 6 の弾性力は小 さ く、弾性変形 させ る

ため に必要な力は比較 的小 さい。押圧 レバ一 9 6 の内周部 はクラ ッチ レバ一

9 8 によ り軸方向に押 し込み可能 とな っている。

[001 9] エ ンゲージベ ア リング 9 7 は押圧 レバ一 9 6 とクラ ッチ レバ一 9 8 との回

転差 を吸収 する。 エ ンゲージベ ア リング 9 7 は押圧 レバ一 9 6 の内周部 とク

ラ ッチ レバ一 9 8 の先端 との間に配置 されている。

[0020] クラ ッチ レバ一 9 8 はハ ウジ ング 9 0 によ り回転軸 A 2 を中心 に回転可能

に支持 されている。 クラ ッチ装置 9 の連結時 において、 クラ ッチ レバ一 9 8

は クラ ッチ操作装置 1 によ り回転軸 A 2 を中心 に回転駆動 され る。 この結果

、 クラ ッチ レバ一 9 8 はエ ンゲージベ ア リング 9 7 および押圧 レバ一 9 6 を

介 して プ レツシャプ レー 卜9 2 を軸方向に押圧 し、 プ レツシャプ レー 卜9 2

を押 し付 けるクラ ッチ荷重が所定値以上 になるとクラ ッチ装置 9 が動力伝達

状態 となる。

[0021 ] < クラ ッチ操作装置の構成 >

クラ ッチ操作装置 1 は、 クラ ッチ装置 9 を操作するための装置であ り、例

えば トランス ミッシ ョン E C U 8 9 か ら出力 され る操作信号 に基づいて、 ク

ラ ッチ装置 9 を動力伝達状態 および動力遮断状態の うち一方 に切 り替 える。

ここで、動力遮断状態 とは、 クラ ッチ装置 9 を介 しての動力伝達が完全 に遮

断 されている状態 を意味 してお り、動力伝達状態 とは、 クラ ッチ装置 9 を介

して動力伝達が行われている状態 を意味 している。動力伝達状態では、 フラ

ィホイール 9 1 と トランス ミツシ ョンの入力シャフ 卜9 9 との回転速度 が同

じである。



[0022] クラッチ操作装置 1 は、仕様の異なる様々なクラッチ装置に適用可能であ

るが、ここでは、クラッチ操作装置 1 の操作対象として前述のクラッチ装置

9 を例にクラッチ操作装置 1 について説明する。

[0023] 図 1 に示すように、クラッチ操作装置 1 は、駆動機構 2 (駆動部の一例）

と、アシス ト機構 3 と、制御ユニット8 と、を備えている。

[0024] 駆動機構 2 は、クラッチ装置 9 のクラッチレバ一 9 8 を駆動するための駆

動源であり、クラッチレバ一 9 8 に直接駆動力を伝達する。ここで、図 2 に

示すように、駆動機構 2 からクラッチレバ一 9 8 に入力される力を駆動力 F

1 (駆動部の駆動力の一例）、アシス ト機構 3 から駆動機構 2 を介 してクラ

ツチレバ一 9 8 に入力される力をアシス 卜力 F 2 (クラッチ装置の操作力の

—例）、駆動力 F 1 およびアシス ト力 F 2 の合力を、クラッチ装置 9 を操作

するための操作力 F 3 と定義する。

[0025] 図 2 に示すように、駆動機構 2 はクラッチ装置 9 を駆動するための駆動力

F を生成する。具体的には、駆動機構 2 は、駆動モータ2 3 と、減速機構

2 8 と、スクリユーシャフ ト2 6 と、ボールネジ 2 2 (出力部材の一例）と

、ケ一シング2 9 と、を有 している。ケ一シング2 9 は例えばハウジング9

0 に固定されている。

[0026] 駆動モータ2 3 は、例えばブラシレスモータであり、回転駆動力を出力す

るための駆動シャフ 卜2 を有 している。駆動シャフ 卜2 は回転軸C を

中心に回転する。本実施形態では回転軸C は軸方向と平行に配置されてい

る。駆動モータ2 3 はケ一シング2 9 に固定されている。減速機構 2 8 は、

駆動モータ2 3 の回転を減速するための機構であり、第 1 ギヤ 2 4 および第

2 ギヤ 2 5 を有 している。第 1 ギヤ 2 4 は駆動シャフ 卜2 に固定されてい

る。第 2 ギヤ 2 5 は、第 1 ギヤ 2 4 と嚙み合っており、スクリユーシャフ ト

6 に固定されている。第 1 ギヤ 2 4 および第 2 ギヤ 2 5 はケ一シング2 9

内に配置されている。

[0027] スクリユーシャフ ト2 6 は、ケ一シング2 9 により回転可能に支持されて

おり、ネジ部 2 6 a を有 している。スクリユーシャフ ト2 6 は回転軸C 2 を



中心 に回転する。回転軸 C 2 は回転軸 C および軸方向と平行に配置されて

いる。ボールネジ 2 2 は、ケ一シング 2 9 により軸方向 （図 1 および図 2 の

左右方向）に移動可能に支持されてお り、 クラッチ レバ一 9 8 と当接 してい

る。ボールネジ 2 2 はネジ穴 2 2 a を有 している。ネジ穴 2 2 a にスク リュ

—シャフ 卜2 6 のネジ部 2 6 a がね じ込 まれている。スク リュ一シャフ 卜2

6 が回転するとボールネジ 2 2 が軸方向に移動する。 このように、ボールネ

ジ 2 2 によりスク リユーシャフ ト2 6 の回転運動が直線運動に変換 され、駆

動モータ 2 3 で生成 された回転駆動力が軸方向の駆動力 F に変換 される。

[0028] この駆動機構 2 では、駆動モータ 2 3 で生成 された回転駆動力が、減速機

構 2 8 で増幅され、スク リユーシャフ ト2 6 およびボールネジ 2 2 により軸

方向の駆動力 F に変換 される。駆動力 F はボールネジ 2 2 を介 してクラ

ツチ レバ一 9 8 に伝達される。なお、減速機構 2 8 の減速比は駆動機構 2 の

ス 卜ロークS に関係な く一定である。

[0029] アシス ト機構 3 は駆動モータ 2 3 の駆動負荷 （モータ トル ク）を低減する

ために駆動機構 2 をアシス 卜する。具体的には、 アシス ト機構 3 はアシス ト

力 F 2 をクラッチ レバ一 9 8 に付与する。本実施形態では、 アシス ト機構 3

は、 クラッチ レバ一 9 8 に直接 アシス 卜力 F 2 を伝達 しているわけではな く

、駆動機構 2 のボールネジ 2 2 を介 してクラッチ レバ一 9 8 にアシス 卜力 F

2 を伝達 している。なお、 アシス ト機構 3 がクラッチ レバ一 9 8 に直接 ァシ

ス ト力 F 2 を伝達 してもよい。

[0030] 図 2 に示すように、 アシス ト機構 3 は、 トグル機構 3 9 と、押圧機構 3 7

(押圧部材の一例） と、 を有 している。

[0031 ] トグル機構 3 9 は、 プレー ト状の第 1 リンク部材 3 1 と、 プレー ト状の第

2 リンク部材 3 2 と、 を有 している。本実施形態では、第 1 リンク部材 3 1

および第 2 リンク部材 3 2

は同 じ形状 を有 している。

[0032] 第 1 リンク部材 3 1 は第 1 端部 3 a および第 2 端部 3 b を有 している

。第 1 端部 3 1 a は ピン3 8 a を介 して駆動機構 2 のケ一シング 2 9 に回転



可能に連結されている。第 2 端部 3 1 b はピン3 8 b を介 して第 2 リンク部

材 3 2 に回転可能に連結されている。

[0033] 第 2 リンク部材 3 2 は第 1端部 3 2 a および第 2 端部 3 2 b を有 している

。第 1端部 3 2 a は第 1 リンク部材 3 1 の第 2 端部 3 1 b にピン3 8 b を介

して回転可能に連結されている。第 2 端部 3 b はボールネジ 2 2 にピン3

8 c を介 して回転可能に連結されている。本実施形態では、図 2 において、

ピン3 8 a の中心およびピン3 8 c の中心は回転軸C 2 上に配置されている

[0034] 第 1 リンク部材 3 はボールネジ 2 2 の移動する軸方向 （第 1方向の一例

) に対 して傾斜 した状態で配置されており、第 2 リンク部材 3 2 は軸方向に

対 して傾斜 した状態で配置されている。具体的には、図 2 上では、 ピン3 8

a の中心とピン3 8 b の中心とを結ぶラインをラインB 1 とし、 ピン3 8 b

の中心とピン3 8 c の中心とを結ぶラインをラインB 2 とすると、ラインB

1 およびラインB 2 は回転軸C 2 に対 して傾斜 している。本実施形態では、

動力遮断状態においてラインB とラインB 2 との間の角度 は 9 0 度よ

りも小さく、動力遮断状態から動力伝達状態にかけて角度 が徐々に大き

くなり、それに伴い 卜ダル機構 3 9 の減速比も徐々に大きくなる。

[0035] 押圧機構 3 7 は第 1 リンク部材 3 1 および第 2 リンク部材 3 に押圧力 F

4 を常時付与 している。押圧機構 3 7 は、第 1押圧部材 3 4 と、第 2 押圧部

材 3 5 と、コイルスプリング3 6 と、を有 している。第 1押圧部材 3 4 は、

第 1連結部 3 4 a と、第 1筒状部 3 4 b と、を有 している。第 1連結部 3 4

a はピン3 8 d を介 して駆動機構 2 のケ一シング2 9 に回転可能に連結され

ている。第 1筒状部 3 4 b は、筒状の部分であり、第 1連結部 3 4 a から突

出している。第 2 押圧部材 3 5 は、第 2 連結部 3 5 a と、第 2 筒状部 3 5 b

と、を有 している。第 2 連結部 3 5 a はピン3 8 b を介 して第 1 リンク部材

3 および第 2 リンク部材 3 2 に回転可能に連結されている。第 2 筒状部 3

5 b は、筒状の部分であり、第 2 連結部 5 a から突出している。第 1筒状部

3 4 b の中心線は第 2 筒状部 3 5 b の中心線と概ね一致 している。ここでは



、第 1 筒状部 3 4 b の中心線および第 2 筒状部 3 5 b の中心線をラインB 3

で示す。

[0036] 第 2 押圧部材 3 5 は第 1 押圧部材 3 4 とスライ ド可能に配置されている。

具体的には、第 1 筒状部 3 7 d は第 2 筒状部 3 7 e 内に挿入されている。第

2 筒状部 3 7 e は第 1 筒状部 3 7 d をラインB 3 に沿 った方向に案内する。

[0037] コイルスプリング 3 6 は第 1 連結部 3 4 a と第 2 連結部 5 a との間に圧縮

された状態で配置されている。 コイルスプリング 3 6 には第 2 筒状部 3 7 e

が揷入されている。第 2 筒状部 3 7 e によりコイルスプリング 3 6 はライン

B 3 に沿 った方向 （第 2 方向の一例）に弾性変形可能に支持されている。押

圧機構 3 7 はラインB 3 に沿 った方向に伸縮可能に配置されている。押圧機

構 3 7 の押圧力 F 4 はラインB 3 に平行な方向に作用する。図 2 においてラ

インB 3 と軸方向とのなす角度を角度 2 とすると、動力遮断状態において

、角度 2 は鋭角である。動力遮断状態か ら動力伝達状態にかけて角度 2

は徐々に大きくなる。

[0038] 以上の構成により、押圧機構 3 7 が第 1 リンク部材 3 と第 2 リンク部材

3 2 との連結部分 L に押圧力 F 4 を付与 している。 トグル機構 3 9 の作用に

より押圧力 F 4 は動力遮断状態か ら動力伝達状態にかけて徐々に大きくなる

[0039] アシス ト機構 3 は トグル機構 3 9 を有 しているので、図 3 に示すように、

ス 卜ロークS が大きくなるにつれて徐々にアシス 卜力 F 2 が大 きくなるァシ

ス ト特性を実現できる。 これにより、駆動機構 2 の駆動力 F 1 を低減するこ

とができ、駆動モータ 2 3 のモータ トルクを低減できる。

[0040] 制御ユニッ ト8 は、制御装置 8 3 と、第 1 回転センサ 8 1 と、第 2 回転セ

ンサ 8 4 と、ス トロークセンサ 8 2 と、 を有 している。制御装置 8 3 は車両

の状態に応 じて駆動モータ 2 3 を制御する。具体的には、 トラ ンス ミツシ ョ

ン E C U 8 9 (図 1 ) か ら出力される操作信号に基づいて制御装置 8 3 は駆

動モータ 2 3 を制御する。

[0041 ] 第 1 回転センサ 8 1 はフライホイール 9 1 の回転速度を検出する。第 2 回



転センサ 8 4 はクラッチディスク9 4 と一体で回転する入力シャフ 卜9 9 の

回転速度を検出する。ス トロークセンサ 8 2 はクラッチレバ一 9 8 のス ト口

—ク （つまり、駆動機構 2 のス トロークS ) を検出する。本実施形態では、

ス 卜ロークS は駆動機構 2 のボールネジ 2 2 の移動量と同 じである。

[0042] 制御装置 8 3 は第 1 回転センサ 8 1、第 2 回転センサ 8 4 およびス ト口一

クセンサ 8 と電気的に接続されている。制御装置 8 3 には第 1 回転センサ

8 、第 2 回転センサ 8 4 およびス 卜ロークセンサ 8 2 の検出信号が所定の

周期で入力される。制御装置 8 3 は各検出信号を用いて駆動モータ2 3 の動

作を制御する。

[0043] 例えば、クラッチレリーズ時には、 トランスミッションE C U 8 9 から出

力される操作信号を制御装置 8 3 が受信すると、クラッチレバ一 9 8 が所定

のレリーズ位置まで回転するように制御装置 8 3 は駆動モータ2 3 の駆動を

制御する。ス トロークセンサ 8 2 の検出信号に基づいてクラッチレバ一 9 8

が所定の位置にあるか否かが制御装置 8 3 により判定される。

[0044] また、クラッチ連結時には、クラッチレバ一 9 8 がエンゲージ位置まで回

転するように制御装置 8 3 は駆動モータ2 3 の駆動を制御する。本実施形態

では、クラッチレバ一 9 8 のエンゲージ位置の判定は、フライホイール 9 1

および入力シャフ 卜9 9 の回転速度が同程度であるか否かに基づいて行われ

る。本実施形態では、第 1 回転センサ 8 1 および第 2 回転センサ 8 4 の検出

信号に基づいてフライホイール 9 および入力シャフ 卜9 9 の回転速度の判

定が行われる。

[0045] < クラッチ操作装置の動作>

以上に説明 したクラッチ操作装置 1 の動作を説明する。

[0046] 図 1 に示すように、動力遮断状態では、クラッチ操作装置 1 で生成される

駆動力 F はクラッチレバ一 9 8 に伝達されていないので、プレツシャプレ

— 卜9 2 はス トラッププレー 卜の弾性力によりクラッチディスク9 4 から離

れた位置で保持されている。この状態では、フライホイール 9 1 の回転がク

ラッチディスク9 4 には伝達されないので、 トランスミツションでの変速動



作が可能 となる。

[0047] 動力遮断状態か ら動力伝達状態にクラッチ装置 9 を切 り替える際、制御装

置 8 3 の制御信号に基づいて駆動モータ 2 3 がクラッチ レバ一 9 8 を駆動す

る。具体的には、駆動モータ 2 3 の駆動シャフ 卜2 が回転 を開始 し、減速

機構 2 8 を介 して駆動シャフ 卜2 の回転がスク リュ一シャフ 卜2 6 に伝達

される。スク リユーシャフ ト2 6 が回転すると、ボールネジ 2 2 が軸方向に

移動する。 この結果、ボールネジ 2 2 によりクラッチ レバ一 9 8 が押 され、

クラッチ レバ一 9 8 が回転軸 A 2 を中心 に回転する。

[0048] クラッチ レバ一 9 8 が回転軸 A 2 を中心 に回転すると、 クラッチ レバ一 9

8 により押圧 レバ一 9 6 がフライホイ一ル 9 1 側へ押 され、押圧 レバ一 9 6

を介 してプレツシャプレー 卜9 2 がフライホイール 9 側へ押 される。 この

結果、 プレツシャプレー ト9 2 によりクラッチデ ィスク 9 4 がフライホイ一

ル 9 に押 し付けられ、 プレツシャプレー 卜9 2 とフライホイール 9 との

間にクラッチデ ィスク 9 4 が挟み込 まれる。 クラッチデ ィスク 9 4 を介 して

エンジンか ら トランスミツシ ョンへの動力伝達が行われる。

[0049] 駆動機構 2 によりクラッチ レバ一 9 8 が駆動される際、ボールネジ 2 2 を

介 してクラッチ レバ一 9 8 に駆動力 F が伝達される。

[0050] それに加えて、 アシス ト機構 3 か らボールネジ 2 2 にアシス ト力 F 2 が付

与されている。具体的には、押圧機構 3 7 が連結部分 L に押圧力 F 4 を付与

しているので、 この押圧力 F 4 が トグル機構 3 9 を介 してボールネジ 2 に

伝達される。 このとき、 トグル機構 3 9 の増幅作用により駆動機構 2 のス ト

ロークS に応 じてアシス 卜力 F 2 の大 きさが変化する。

[0051 ] 具体的には図 3 に示すように、ス トロークS が大 きくなるに したがってァ

シス 卜力 F 2 が徐々に大 きくなる。 トグル機構 3 9 の減速比はス トロークS

の末端付近で急激 に大 きくなるので、 アシス 卜力 F 2 もス 卜ロークS の末端

付近で急激 に大 きくなる。 このアシス 卜特性はクラッチ荷重特性 に比較的近

いので、駆動機構 2 で生成 される駆動力 F 1 が小さ くても、 クラッチ装置 9

を動力伝達状態で維持するために必要な操作力 F 3 を得 ることができる。駆



動力 F 1 を低減できるので、図4 に示すように、アシス ト機構 3 がない場合

のモータ トルクT に比べて、駆動モータ2 3 のモータ トルクT を低減す

ることができる。

[0052] 以上に説明 したように、このクラッチ操作装置 1 では、アシス ト機構 3 が

トグル機構 3 9 を有 しているので、簡素な構成により駆動機構 2 の駆動負荷

を低減することができる。さらに、異なる特性を有するコイルスプリングに

コイルスプリング3 6 を交換することで、アシス 卜機構 3 のアシス 卜特性を

容易に変更することができる。 したがって、このクラッチ操作装置 1 であれ

ば、駆動負荷を低減 しつつ様々なクラッチ装置に容易に対応することができ

る。

[0053] 〔第 2 実施形態〕

前述の第 1実施形態では、アシス 卜機構 3 を一定の減速比を有する駆動機

構 2 と組み合わせて使用 しているが、アシス ト機構 3 だけでなく駆動機構 2

にも トグル機構などの末端減速機構を用いてもよい。なお、以降の説明では

、第 1実施形態の構成と実質的に同 じ機能を有する構成については、同 じ符

号を使用 し、その詳細な説明は省略する。

[0054] 図 5 に示すように、第 2 実施形態に係るクラッチ操作装置 1 0 1 は、駆動

機構 1 0 2 と、アシス ト機構 3 と、を備えている。

[0055] 駆動機構 1 0 2 は、駆動モータ 1 2 3 と、減速機構 1 1 3 と、制御ュニッ

卜8 と、を備えている。駆動モータ 1 2 3 は、駆動力を出力するための駆動

シャフ ト1 2 1 と、駆動ギヤ 1 2 4 と、を有 している。駆動ギヤ 1 2 4 は、

駆動シャフ 卜1 2 1 の端部に固定されており、減速機構 1 1 3 のウォームホ

ィ一ル 1 3 と嚙み合っている。

[0056] 減速機構 1 1 3 は、駆動モータ 1 2 3 で生成された回転運動を直進運動に

変換する機能と、駆動モータ 1 2 3 で生成された駆動力を増幅する機能と、

を有 している。具体的には図 5 に示すように、減速機構 1 1 3 は、ウォーム

ホイール 1 3 1 と、 トグル機構 1 4 0 と、を有 している。

[0057] ウォームホイール 1 3 は、駆動ギヤ 1 2 4 の回転を減速するギヤであり



、駆動ギヤ 1 2 4 と嚙み合 っている。 ウォームホイール 1 3 は、例えばハ

ウジング （図示せず）により回転可能に支持されている。

[0058] トグル機構 1 4 0 は、いわゆる末端減速機構であ り、出力駆動量 （より詳

細には、 クラッチ レバ一 9 8 のス トロークS ) に応 じて減速比が変化する。

図 7 に示すように、 卜ダル機構 1 4 0 の減速比は、ス トロークS が大 きくな

るに したがって徐々に大 きくなる。つまり、 トグル機構 1 4 0 の減速比は、

クラッチ装置 9 の動力遮断状態か ら動力伝達状態にかけて徐々に大 きくなる

[0059] トグル機構 1 4 0 の構成 をより詳細に説明すると、図 6 に示すように、 卜

ダル機構 1 4 0 は、第 1 リンク部材 1 3 2 と、第 2 リンク部材 1 3 3 と、第

3 リンク部材 1 3 4 と、 を有 している。第 1 リンク部材 1 3 2 の第 1 端部 1

3 2 a は、 ウォームホイール 1 3 の外周部 に回転可能に連結 されている。

第 1 リンク部材 1 3 2 の第 2 端部 1 3 2 b は、第 2 リンク部材 1 3 3 および

第 3 リンク部材 1 3 4 に回転可能に連結 されている。

[0060] 第 2 リンク部材 1 3 3 の第 1 端部 1 3 3 a は、例えば ピン 1 3 6 を介 して

ケ一シング （図示せず）に回転可能に連結 されている。第 2 リンク部材 1 3

3 の第 2 端部 1 3 3 b は、第 3 リンク部材 1 3 4 の第 1 端部 1 3 4 a に回転

可能に連結 されている。第 3 リンク部材 1 3 4 の第 2 端部 1 3 4 b はクラッ

チ レバ一 9 8 と当接 している。 また、第 3 リンク部材 1 3 4 の第 2 端部 1 3

4 b には第 1 リンク部材 3 の第 1 端部 3 a が回転可能に連結 されている

。 したがって、 アシス ト機構 3 のアシス ト力 F 2 は第 3 リンク部材 1 3 4 を

介 してクラッチ レバ一 9 8 に伝達される。

[0061 ] 例 えば、 ウォームホイール 1 3 1 が R 2 方向に回転すると、第 1 リンク咅

材 1 3 2 により第 2 リンク部材 1 3 3 および第 3 リンク部材 1 3 4 の連結部

が引っ張 られる。 この結果、 ピン 1 3 6 およびクラッチ レバ一 9 8 の間で第

2 リンク部材 1 3 3 および第 3 リンク部材 1 3 4 が突 っ張るようにな り、 ク

ラッチ レバ一 9 8 に右方向の駆動力 F 1 が作用する。図 7 に示すように、駆

動機構 1 0 2 の減速比は、ス トロークS が大 きくなるに したがって徐々に大



きくなり、ス トロークS の末端付近で急激に増大する。

[0062] このクラッチ操作装置 1 0 1 では、アシス ト機構 3 に加えて、駆動機構 1

0 2 に トグル機構 1 4 0 を用いているので、図 8 に示すように、前述の第 1

実施形態に比べて、駆動モータ 1 2 3 のモータ トルクをさらに低減できる （

モータ トルクT 1 1 ) 。

[0063] 以上のように、クラッチ操作装置 1 0 1 では、末端減速機構を用いたァシ

ス 卜機構 3 に末端減速機構を用いた駆動機構 1 0 2 を組み合わせることで、

駆動機構 1 0 2 の駆動負荷をさらに低減できる。

[0064] 〔他の実施形態〕

本発明の具体的な構成は、前述の実施形態に限られるものではなく、発明

の要旨を逸脱 しない範囲で種々の変更および修正が可能である。

[0065] ( A ) 前述の実施形態では、クラッチ装置 9 を例にクラッチ装置を説明 し

ているが、クラッチ装置の構成は前述の実施形態に限定されない。ノ一マル

オープンタイプのクラッチ装置であれば、前述の技術は適用可能である。例

えば、クラッチ装置として、 2 つのクラッチディスクを用いたツィンクラッ

チなども考えられる。

[0066] ( B ) 前述の実施形態では、駆動機構 2 を例に駆動部を説明 しているが、

駆動力を生成する駆動部の構成は、駆動モータ2 3 およびボールネジ 2 2 に

限定されない。例えば、油圧シリンダなどの他のァクチユエ一タを駆動部と

して採用 してもよい。

[0067] ( C ) アシス ト機構 3 の構成は前述の実施形態に限定されない。例えば、

卜ダル機構は、押圧部の押圧力をクラッチ装置の動力遮断状態から動力伝達

状態にかけて徐々に大きくなるアシス 卜力に変換する機能を有 していれば、

他の構成を有 していてもよい。

[0068] また、押圧機構 3 7 は、 卜ダル機構 3 9 の第 1 リンク部材 3 1 および第 2

リンク部材 3 2 に押圧力 F 4 を付与 しているが、第 1 リンク部材 3 1 および

第 2 リンク部材 3 2 のうち少なくとも一方に押圧力 F 4 を付与 していればよ

い。



[0069] ( D ) アシス ト機構 3 は駆動機構 2 の一部 （ボールネジ 2 2 ) を介 してク

ラッチ レバ一 9 8 にアシス 卜力 F 2 を付与 しているが、 アシス 卜機構 3 がク

ラッチ レバ一 9 8 に直接 アシス 卜力 F 2 を付与 してもよい。

[0070] ( E ) クラッチ レバ一 9 8 が省略されてもよい。 この場合、ボールネジ 2

2 が押圧 レバ一 9 6 を直接押圧する構成が考 え られる。逆に、 クラッチ レバ

— 9 8 と駆動機構 2 (あるいは駆動機構 1 0 2 ) との間に他の機構が設けら

れていてもよい。例えば、 クラッチ レバ一 9 8 と駆動機構 2 との間にス レ一

プシ リンダぉよびマスタ一シ リンダが設けられていてもよい。

符号の説明

[0071 ] クラッチ操作装置

駆動機構 （駆動部の一例）

ボールネジ

2 3 駆動モータ

3 アシス ト機構

3 1 第 1 リンク部材

3 1 a 第 1 端部

3 b 第 2 端部

3 2 第 2 リンク部材

3 4 第 1 押圧部材

3 5 第 2 押圧部材

3 6 コイルスプ リング

3 7 押圧機構 （押圧部の一例）

3 9 卜ダル機構

9 クラッチ装置

F 駆動力

F アシス 卜力

F 3 操作力

F 4 押圧力



請求の範囲

[ 請求項 1] クラ ッチ装置 を操作するためのクラッチ操作装置であ つて、

駆動力を生成 し前記 クラッチ装置 に前記駆動力を伝達する駆動部 と

前記駆動部 をア シ ス 卜するための機構であ って、押圧力を生成する

押圧部 と、前記押圧力を前記 クラッチ装置の動力遮断状態か ら動力伝

達状態 にかけて徐 々に大 きくなるアシス ト力に変換する 卜ダル機構 と

、 を有するア シ ス ト機構 と、

を備 えたクラッチ操作装置。

前記駆動部 は、前記駆動力を出力する出力部材 を有 してお り、

前記 ア シ ス 卜機構 は、前記 ア シ ス 卜力を前記 ク ラ ッチ装置 に直接伝

達するか、あるいは、前記出力部材 を介 して前記 アシス ト力を前記 ク

ラッチ装置 に伝達する、

請求項 1 に記載のクラッチ操作装置。

前記 トグル機構 は、第 1 端部 および第 2 端部 を有 し前記駆動部 に対

して前記第 1 端部 を中心 に回転可能 に配置 された第 1 リンク部材 と、

前記第 1 リンク部材の前記第 2 端部 を前記 クラッチ装置 または前記出

力部材 に連結する第 2 リンク部材 と、 を有 している、

請求項 2 に記載のクラッチ操作装置。

前記押圧部 は、前記第 1 リンク部材および前記第 2 リンク部材の う

ち少な くとも一方 に押圧力を付与する、

請求項 3 に記載のクラッチ操作装置。

前記押圧部 は、前記 クラッチ装置の方 に前記第 1 リンク部材 と前記

第 2 リンク部材 との連結部分 を押圧 している、

請求項 3 または 4 に記載のクラッチ操作装置。

前記駆動部 は、前記動力遮断状態か ら前記動力伝達状態 にかけて徐

々 に大 きくなる前記駆動力を生成する、

請求項 1 か ら 5 のいずれかに記載のクラッチ操作装置。



[ 請求項7] 前記駆動部 は、前記動力遮断状態か ら前記動力伝達状態 にかけて徐

々に大 きくなる減速比 を有する トグル機構 を有 している、

請求項 6 に記載のクラッチ操作装置。
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